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１．概要 

初年度（H22年度）では、全体および個別グループにおいて、それぞれの視点から実装

機関の体制、被害想定状況、地域性などに関する実態調査を行ない、実装において解決

すべき課題の整理を行なうことで、開発すべきプログラム・システムに対する基本設計

の基礎要件が定まったと考えている。 

H23年度では、基本設計に基づいた具体的な仕組みの開発および実装を行ない、東京都

の豊島区・調布市を対象とした第１弾の実証実験を実施した。また、2011年3月11日の東

日本大震災の発生を受け、被災者台帳を用いた被災者生活再建支援システムを被災地に

導入し、その運用過程を把握し、課題の抽出と解決策の検討を実施した。特に岩手県と

県下の被災市町村を対象として、システム実装の可能性を追求し、複数自治体で共有可  

能な仕組み開発のための要件定義と課題抽出を行った。 

平成24年度では、これまでの成果をもとに東京都への実装について、第2弾の実証実験に

向けて、体制・制度・システムの検討・見直しを行うために、具体的には、①東京都に

おける合同防災訓練をフィールドとして「生活再建支援業務に関する業務分析・システ

ム設計・人材育成に関する研究」を実施した、②生活再建支援業務の負荷軽減のための

生活再建支援システムに対する新テクノロジー適用、③被災者台帳システムの「住民情

報＋家屋情報＋被害情報」確認画面における個人情報を非表示にするための機能を開発

しセキュリティポリシーの実効性をあげることで「情報セキュリティ保持のための体

制・制度の構築」を実施した。 

 

２．実装活動の具体的内容  

H24年度では、これまでの成果をもとに東京都への実装について、第2弾の実証実験に

向けて、体制・制度・システムの検討・見直しを行った。実装活動については「１．生

活再建支援業務に関する業務分析・システム設計・人材育成に関する研究」および「２．

新テクノロジーを活用した業務負荷軽減法の開発」という実証実験をもとにした具体的

実装および機能検証・評価に関する活動と、「３．情報セキュリティ保持のための体制・

制度の構築」という体制・整備に関する活動の２つの活動に分けられる。そのため、平

成24年度は、２つの実装機関（新潟大学と京都大学）において活動を行った。 

 

実装活動１．生活再建支援業務に関する業務分析・システム設計・人材育成に関する研究 

まずは、１）前年度の実証実験結果をもとに対象区市の世帯数および建物数等から行っ

た業務量推定について検証を行い、必要となる人的・物的資源数の算出を行った。また、

２）支援体制として、全区民および全市民に対する証明書発行の確実性を確保するため

の体制整備およびシステム導入環境整備を実現した。また、３）中核人材育成システム

として、実証実験結果をもとにした研修プログラムの見直しを行い、研修を受けた中核

人材の教育機能の評価・検討を行った。 

１）「前年度の実証実験結果をもとに対象区市の世帯数および建物数等から行った業

務量推定について検証を行い、必要となる人的・物的資源数の算出」を行うために具体

的に以下を実施した。過去の被災地のシステム実績（新潟県中越沖地震時の柏崎市の事

例）を基に、各自治体の世帯数に必要発給時間を掛け合わせ、発給にかかる日数モデル

を構築し、東京都に適用した。一日の発給ピーク枚数を導き出し、その時点で必要な端

末の台数についても算出可能とした。東京都62区市町村に対して算出し、各自治体が災
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害時において迎えるであろう一日あたりのピーク発行枚数と必要端末数を積算した。 

 

柏崎市発給実績（試算のベース）

柏崎市（新潟県中越沖地震）
世帯数＝約35,000
り災証明合計発給数＝約60,000
発給戦略＝一斉発給（10窓口）
窓口あたりの発給数＝最大120枚／窓口・日
発給場所＝集中発給（１ヶ月）→庁内発給
発災１ヶ月＝0%
発災2ヶ月＝45%（約1/2）
発災3ヶ月＝66%（約2/3）
発災4カ月＝77%（約4/3）
発災6ヶ月＝80%（約4/5）

 
 

柏崎実績をサポートするための発給能力モデル  
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東京都区市町村の世帯数クラス分類
（62区市町村 →  ９世帯数クラス）  

東京都の区市町村別ピーク発給端末数  
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２）「全区民および全市民に対する証明書発行の確実性」を確保するための体制整備

およびシステム導入環境整備を実施するためには、具体的に以下を実施した。平成24年9

月1日に駒沢オリンピック公園テニスコートで実施された東京都総合防災訓練において

都民に対し、被災者台帳システムを用い、東京都区市町村職員による「平時における建

物被害認定調査、り災証明書発給、生活再建支援相談までの生活再建支援業務の過程実

施する」という訓練を実施した。詳細に関わる報告は、報告書（資料01）「研修プログ

ラムに基づき罹災証明発行支援システムを活用した東京都の区市町村における罹災証明

発行の実証実験の支援と実験に関する報告書（第一章から第三章）」を参照されたい 

３）「中核人材育成システムとして、実証実験結果をもとにした研修プログラムの見

直しを行い、研修を受けた中核人材の教育機能の評価・検討」を実施するために以下を

実施した。既述の東京都防災訓練における「被災者台帳システムを活用した実証実験」

のための事前研修を平成24年8月29日目黒区役所総合庁舎で実施した。それらの過程の中

で、研修効果測定を実施し、人材育成プログラムの見直しのための基礎資料を入手・分

析し、見直しを実施した。詳細に関わる報告は、報告書（資料01）「研修プログラムに

基づき罹災証明発行支援システムを活用した東京都の区市町村における罹災証明発行の

実証実験の支援と実験に関する報告書（第四章）」を参照されたい 

 

実装活動２．新テクノロジーを活用した業務負荷軽減法の開発 

まず、１）実証実験における「論理場所情報コードがいまだ確立していない我が国の情

勢を考慮した、住民情報や建物情報に対する住所情報からXY座標へ変換する仕組みを活用

し、擬似的に論理場所情報コードを作成し、システム内へ読込を行う」という過程を検証

することで、平時におけるDBへのコード付与業務フローの確立および、情報コードによる

DBシステムの開発を行った。２）また、電子申請システムへの展開は個人情報保護の観点

から実証実験では困難があるが、今後の展開を見据えてシステムへの基本設計に反映させ

DB設計・画面設計を行ない、プロトタイプ版のシステム開発を行う。特に第2弾における実

証実験を通してユーザーの動きを捉え、システムの仮想的な検証を行なった。 

１）「論理場所情報コードがいまだ確立していない我が国の情勢を考慮した、住民情報

や建物情報に対する住所情報からXY座標へ変換する仕組みを活用し、擬似的に論理場所情

報コードを作成し、システム内へ読込」を実施するために以下の機能を開発・付与した。

具体的には「住民基本台帳や家屋台帳のコード値CSVを指定して、新規に災害データベース

を作成する機能」であり、この災害データベースでは、基本データ（家屋台帳データ、住

民基本台帳データ）に、り災証明発行のための基本データにおける作成補助ツールで住所

文字列から位置データに変換済みのデータをインポートする機能である。詳細な報告は（資

料02）「住民情報や建物情報に対する住所情報からXY座標へ変換する仕組みの検討報告」

を参照されたい。 

２）「電子申請システムへの展開の展開を見据えてシステムへの基本設計に反映させDB

設計・画面設計を行ない、プロトタイプ版のシステム開発」の実施のために、ほか自治体

における導入を勘案し汎用性を高めるために以下の機能を開発・付与した。「災害登録（１

自治体における複数の災害事例にシステム活用できる）」を実現し、「自治体登録（複数

自治体において同時にシステム活用できる）」に伴う「り災証明書発行者権限登録（り災

証明書を発行する複数組織の複数権限者を登録できる）」「受付番号登録（複数自治体の

複数窓口に対して同一個人ならびに世帯が申請に訪れた場合重複なしに処理できる）」機
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能を設けた。詳細な報告は（資料03）「電子申請技術を活用するための基礎要件に関わる

検討」を参照されたい。 

 

実装活動３．情報セキュリティ保持のための体制・制度の構築 

庁内での証明発行に向けてシステム上で確保すべきセキュリティをシステムに反映させ

た上で実証実験を行った結果をもとに、セキュリティ環境の整備を行い、セキュリティ要

件を確定させた。さらにセキュリティに関する研修プログラムの検証・見直しも行うこと

で、実効性の高いセキュリティポリシーの策定を行った。 

平成24年度において、セキュリティポリシーについては、システム要件として新たに、

グループ・ポリシー（group policy）のコンセプトを導入した。グループポリシーとは、

コンピュータ単位・ユーザー単位に適用される初期設定や、機能制限などを行うしくみで

あり、各種の設定を行うと、システムにその設定内容が反映されるものであり、コンピュ

ータを集中管理するときには、このGPOを作成して、Active Directoryと関連付けて配置す

ることで、各コンピュータ／各ユーザーに適用される初期設定や機能制限などを指定でき

るようになる。生活再建支援業務において、業務グループと設けることでシステム登録を

可能とした。研修プログラムについては、実装活動１の研修プログラムとともに検証した。

なお、詳細な報告は（資料04）『被災者台帳システムにおける「セキュリティ」確保のた

めの機能検討』を参照されたい。 
 

 

３．理解普及のための活動とその成果 

 

(1)展示会への出展等  

年月日 名称 場所 概要 
ステーク

ホルダー 

社会的

インパ

クト 
H25.3.1
1 

文部科学省 東日本

大震災復興支援イ

ベント 
～教育・研究機関と

してできること、そ

してこれから～ 

文部科学省庁舎

前 「霞テラス 
中央ひろば」 

これまで取り組んできた復

旧・復興活動等について、

一般国民に対し、その支援

活動のレビューを行い理解

増進を図るとともに、被災

地支援への風化を防ぎ今後

を見据えた支援につなげる

ための広報啓発イベントを

文部科学省の場で開催する

もの 

一般・官

庁職員 
60名 
（内閣

府特命

担当大

臣（防災

担当）も

訪れた 

 

(2)研修会、講習会、観察会、懇談会、シンポジューム等 
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年月日 名称 場所 概要 
ステーク

ホルダー 

社会的

インパ

クト 
H24.10.13 消防団・自主防災組

織の理解促進シン

ポジウム 

村上市ふれあい

センター大ホー

ル 

「地震・津波災害対策にお

ける課題と地域防災を考え

る」のテーマにもとづいて，

「新しい防災訓練のご紹介

「被災者台帳を用いた被災

者生活再建支援システム」」

の演題で，被災者台帳シス

テム全体の説明ならびにそ

の重要性を自治体ならびに

住民の両視点からとりまと

めて発表した． 

新潟県内

地方公共

団体，消

防団，自

主防災組

織，婦人

防火クラ

ブ 

250名 

H24.10.23 番号制度ワークシ

ョップ～番号制度

の導入を災害と地

方自治の立場から

考える～ 

野村コンファレ

ンスプラザ日本

橋「中ホール２」 

被災者台帳システム全体の

説明ならびにその実績を発

表するとともに，電子申請

のフレームを活用したシス

テムの展開を踏まえ，「番

号制度」が「被災者台帳シ

ステム」に与える効力と解

決すべき課題について討議

した． 

行政・企

業・研究

者 

60名 

H24.11.30 第37回地方自治研

究 須坂集会 
シルキーホール

（長野県須坂

市） 

「東日本大震災に学ぶ防災

対策」の演題で，被災者台

帳システム全体の説明なら

びにその必要性と展開の可

能性について発表した． 

市職員組

合員・防

災に関心

のある市

民 

100名 

H24.12.28 新潟市議会市政調

査会・研修会 
新潟市議会 全

員協議会室 
「しなやかな防災社会の実

現」の演題で，被災者台帳

システム全体の説明ならび

に東京都における実証実験

を発表した． 

新潟市議

会委員 
60名 

H25.1.22 比較防災学ワーク

ショップ 
神戸国際会議場 被災者台帳システム全体の

説明ならびに東京都におけ

る実証実験を発表した． 

一般・自

治体職

員・学識

研究者 

140名 

H25.2.13 防災と危機管理～

減災と災害対応力

の向上～① 

市町村アカデミ

ー 
「災害対応策の強化と減

災」との演題で被災者台帳

システム全体の説明ならび

に東京都における実証実験

を発表した． 

全国自治

体職員 
180名 
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H25.3.25 豊島区基礎研修プ

ログラム 
島区生活産業プ

ラザ 
豊島区の職員を対象として

被災者台帳システム全体の

説明ならびに研修プログラ

ムの適用を実施した 

豊島区職

員および

近隣区市

の職員 

50名 

 
 

(3)新聞報道、TV放映、ラジオ報道、雑誌掲載等 

① 新聞報道 
 毎日新聞 2012年8月22日（夕刊） 
 産経新聞 2012年9月13日 
 朝日新聞 2012年9月13日 
 読売新聞 2012年9月13日 
 毎日新聞 2012年9月13日 
 日経新聞 2012年9月2日 

② TV放映 
 TOKYO MX 3月25日18:13～ 
 NHK 3月25日20:53～ 
 フジテレビ 3月26日6:07～ 
 テレビ朝日 インターネット配信のみ 

http://news.tv-asahi.co.jp/news_society/articles/000002567.html 
 ABC Web News （ANN News：インターネット配信のみ） 

http://webnews.asahi.co.jp/ann_s_000002567.html 
③ ラジオ報道 

該当なし 
④ 雑誌掲載 
 月刊LASDEC（3月号）Vol.43, No.3 pp.4－8 

 

(4)論文発表（国内誌 1 件、国際誌 2 件） 

 木村 玲欧・田村 圭子・井ノ口 宗成・堀江 啓・林 春男, ID理論を活用した東京

都における生活再建支援の知識・技術向上のための教育・訓練プログラム設計手

法の構築, 地域安全学会論文集, No.18, pp.433-442, 2012.11. 
 Keiko Tamura, Munenari Inoguchi, Reo Kimura, Takashi Furuya, Haruo 

Hayashi, Supporting Life Recovery Process with the Management System 
Based on the Victims Master Database - A study of Crisis Management 
Following Tokyo Metropolitan Near Field Earthquake Disaster-, 15th World 
Conference on Earthquake Engineering Proceedings, CD-ROM(8pp.), 2012.9. 

 Keiko Tamura, Munenari Inoguchi, Reo Kimura, Takashi Furuya, Haruo 
Hayashi, Building a Victims Master Database Using the GeoWrap Method 
without a Primary Key, Proceedings of TIEMS (The International Emergency 
Management Society) Japan Chapter, pp.7, 2012.5. 



 
 
 
実装支援プログラム 年度報告書 様式 
 

 【130401】 
 
 

 

(5)WEBサイトによる情報公開 

 豊島区 報道発表：「り災証明書を迅速・公平に発行するため区民、行政で訓練を実施」 
 http://www.city.toshima.lg.jp/koho/hodo/23732/023571.html 

 Hazard Lab（地震予測検証 防災情報）：「り災証明書を一元発行 消防庁と豊島区

がシステム運用開始」（http://www.hazardlab.jp/know/topics/detail/8/0/809.html） 

  

(6)口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

 該当なし 
 

(7)特許出願 

該当なし 
 

(8)その他特記事項 

該当なし 
 

 
 




